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柏市の下水道施設の概要

行 政 区 境 界

手賀沼流域下水道
（事業計画区域）

江戸川左岸流域下水道
（事業計画区域）

柏市

柏駅

合流区域
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下水道管路延長
・汚水管：約1,084km
・雨水管：約 144km
・合流管：約 52km
・合計 ：約1,280km

施設の老朽化の状況
（H27末）

老朽化の実情
50年経過＝1％

40～49年経過＝5％



これまでは、「壊れたら直す」、「苦情や問題が発生してから対応
する」など、事後保全型の対応。今後は「事後保全型]から「予防保
全型」の維持管理へ移行が必要。

年間約10～30か所の陥没が発生
今後も道路陥没の増加が想定される
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下水道施設の老朽化



予防保全型維持管理への移行

3/22

平成２８年２月に「柏市下水道中長期経営計画」および「ストックマ
ネジメント計画（SM計画）」を策定し、これまでの「事後保全型維持管
理」から「予防保全型維持管理」体制に移行する方針を決定。ンフラの総
合的かつ計画的

年間事業費（老朽化対策）
・点検・調査 1.3億円
・改築更新 10.0億円

SM計画（１０年計画）
対象管路(H37時点で35年経過した管路)
・約５６０ｋｍを点検・調査
・約７０ｋｍの改築更新

（コンクリート系管路 全体延長７５５ｋｍ）

H23~H27の長寿命化工事の結果陥没件数が減少 ⇒ SM計画が有効



ＳＭ計画による調査結果

平成28年度～29年度 点検・調査を実施
調査延長72kmに対し、緊急度Ⅰが約２％、緊急度Ⅱが約９％

緊急度Ⅰ及び緊急度Ⅱについて改築工事を実施予定
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改築工事の一例



これまでの維持管理費や建設費に加え，老朽化対策のための新たな予算と
業務が発生

下水道事業費
（平成31年度予算ベース）
全体 167億円
管理・運営費 90億円
建設改良費 77億円

うち老朽化対策費
11.3億円

新たな業務
・膨大な距離の下水道管路の調査・点検
・予防的な改築工事

人員不足！

予算不足！

官民連携手法の導入必要性
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民間市場調査の結果

１）全国規模の管更生メーカー、管路維持管理企業
・事業への興味関心、参画意欲 高い ・事業期間は３年以上を希望
・計画的維持管理（とくに改築）は含まないと、参画意欲が減少

２）柏市建設業協会、東葛管内の管路維持管理企業
・事業への興味関心、参画意欲 高い ・事業期間は１年～３年を希望
・計画的維持管理、日常管理業務をすべて事業範囲に含むことで良い

３）現在、下水道管路施設の日常管理業務を実施している市内の業者
・事業への興味関心はあるが、参画意欲は現時点では判断できないとした企業が多い
・事業期間は、１～３年を希望（長期契約は現状どおり受注できるかが不安）
・緊急対応、定期清掃・修繕等の日常管理業務を事業範囲に含むことには反対

日常管理業務（緊急対応、定期清掃、修繕）は従来どおり市内業者へ
計画的維持管理業務を包括的民間委託で実施（布設替え工事は除く）
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地元企業の育成と保護を目的

H28~H29に3回実施

民間事業者の参入意欲および意見の確認

包括的民間委託の導入検討（市場調査）



委託可能な現行業務の抽出

うち検討対象職員42人（下水道整備課 19人 下水道維持管理課 16人 雨水排水対策室 7人）

下水道関連全体職員 61人（平成26年度）
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包括的民間委託で想定される業務

管理を行うために
現況の体制と委託状況を把握し数値化

基本検討委託を実施（H28.11~H29.7 外部委託（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ））

包括的民間委託の導入検討（ヒト）
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新たな老朽化対策に必要な人員 4人

増減無し４人増

19人

16人

22人

17人
16人

19人

増

増

※左表の雨水排水対策分の人数は除く

管理関連 1人増
整備関連 3人増

職員はマネジメント業務へ移行可能

人員削減の効果

包括的民間委託の導入検討（ヒト）



定型業務 点検調査や清掃，簡易な監督・検査業務など
非定型業務 計画・積算・監督や住民対応，関係機関調整業務

9/22

図 課・担当別の業務量 図 課・担当別の外部活用状況（業務数）

下水道整備課 下水道維持管理課 雨水排水対策室

民間委託が可能な業務を抽出
複数年契約・複数業務の包括による効率化が可能

限られた財源・職員での計画的な維持管理を行うために

現況の体制と委託状況を把握し数値化

包括的民間委託の導入検討（ヒト）
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柏市の業務予定範囲

包括的民間委託の導入検討（カネ）

包括的民間委託導
入事例集より



従来の直営方式に比べると

・コスト 年間１億円程度(6%)の削減 ・職員４人工増が不要 上
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（委託期間：4年分）

（委託期間：4年分）

（期間：4年分）

（委託期間：4年分）

（期間：4年分）

（委託期間：4年分）

（期間：4年分）

（期間：4年分）

人件費 対象 下水道整備課・下水道維持管理課・雨水排水対策室（46.1人）

・職員の事務負担の軽減
・市のコスト削減
・公共のリクスの低減
・民間ノウハウの活用
・迅速・適切な対応
・複数分野の類似業務とりまとめに
よる民間側のコスト低減

・民の新たな雇用の創出

包括的民間委託の導入検討（まとめ）



情報整備及び発注補助業務委託
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情報整備等支援業務（H29.7~H30.2 日本下水道新技術機構）

平成２９年度先導的官民連携支援事業補助金による国からの支援

発注補助業務（H30.4~31.4 日本下水道新技術機構）

・募集公表及びプロポーザル実施要領等の公表
・プロポーザル実施要領等に関する質問への回答
・弁護士協議・参加資格確認書類の確認・企画技術提案内容の確認
・各委員への企画技術提案内容の説明及び委員からの質問書のとりまとめ
・基礎審査及び提案審査の実施・基礎審査及び提案審査のとりまとめ
・契約協議（優先交渉権者との協議における弁護士依頼等）
・モニタリング支援・履行評価

に関する補助業務

・テレビカメラ調査結果判定・前提条件の整理
・官民連携事業施設範囲の検討・官民連携事業スキームの検討
・概算事業費の算出・リスク分担の検討
・民間市場調査（サウンディング調査）・導入効果測定
・モニタリング計画案の作成



事業の概要
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包括的民間委託の概要（公募要件）
事業費 約３３億円
事業期間 平成３０年１０月～平成３４年９月まで
事業内容 簡易カメラ調査 ４８７ｋｍ

テレビカメラ調査 ９３ｋｍ
改築工事延長 ４．１ｋｍ

 

直近では愛知県の豊田市や奈良市でも管路包括を導入



発注タイプ
タイプ２（第1期包括）
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仕様発注
点検・調査
巡視点検
簡易カメラ調査
公共汚水桝点検
管路内目視調査

対象管路
を指定

性能発注
改築（管更正）
実施設計
SM計画の見直し※

※進捗状況により仕様部分も発生

対象管路を企画
提案・施工方法
を技術提案

１）現 況：仕様発注方式
（単年度契約）による事業スキーム

２）タイプ１：仕様発注方式
（複数年度契約・複数業務パッケージ化）による事業スキーム

３）タイプ２：仕様発注方式と性能発注方式を組み合わせた事業スキーム



市
に
よ
る
判
定

市
に
よ
る
判
定

H28～H29
調査実施

H30~H34
調査実施

H34～
調査実施

H28~H29調査済み箇
所の実施設計及び改築
工事

H30~H34調査済み箇
所の実施設計及び改築
工事

第1期包括委託（今回） 第2期包括委託（次期）市で実施

柏モデルの構築

会計検査の対応・適正な国費の執行
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発注形態

・第１期の点検・調査箇所は、第2期包括委託で設計・改築を実施
改築工事量の把握（契約金額の設定）
市による工事優先順位のチェック

・第1期と第2期の間に、市での対策措置の判定業務を別途発注
（事業費・事業範囲・業務の妥当性など）

・第2期以降は、日常管理業務も包括委託に含めるか再度検討
・第2期以降は、道路・水道などを含めた包括委託の検討



包括的民間委託の受託者のイメージ

地元業者の要望を反映し、第一期の包括委託から日常管理業務（緊急

対応、清掃業務（緊急対応）、簡易な修繕など）や改築工事（布設替）を
除いています。
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柏市

地元土木業者 コンサルタント 維持管理企業 管更正メーカー

管更正メーカー地元土木業者代表企業 コンサルタント維持管理企業

共同企業体（ＪＶ）

統括管理 計画的維持管理 計画的設計 計画的改築

一元的管理
業務計画

調査・点検
清掃業務など

改築設計
SM計画の見直し

改築工事



契約までのスケジュール
１ 募集公表及び公告 平成30年4月10日
２ 参加資格結果の通知 平成30年6月1日
３ 技術提案の受付 平成30年6月4日～7月6日
４ 基礎審査（書類） 平成30年8月8日
５ プレゼン審査 平成30年8月30日
６ 基本契約 平成30年10月１日

包括的民間委託導入スケジュール
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H28 H29 H30.3 H30.4~H30.9 H30.10



受託企業

優先交渉権者
柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型管理業務共同企業

代表企業 積水化学工業㈱環境・ライフラインカンパニー 東日本支店

構成員 柏管更生有限責任事業組合（市内の土木業者９社）
松戸環境整備事業協同組合（市内及び松戸市の調査会社９

社）
管清工業㈱ 千葉営業所
㈱東京設計事務所 東葛飾事務所
パシフィックコンサルタンツ㈱ 千葉事務所
㈱奥村組 東京支店
㈱清流メンテナンス
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事業費 3,337,575,958円

業務内容 巡視点検（年間） ２６９ｋｍ
簡易カメラ調査 ５００ｋｍ
人孔点検 １６，５００箇所
テレビカメラ調査 ９３ｋｍ
公共汚水桝点検 ２，４３６箇所
改築工事（管きょ） ４，１２５ｍ

（人孔） ２１５箇所

基本契約
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基本契約とは別に各年度、年度協定による契約
（交付金の動向により年度事業費を決定するた

め）



企画技術提案の一例

スクリーニング
管口カメラ⇒自走式簡易カメラ

アウトカム目標達成にためにイエローカード・レッドカードの設定
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下水道促進活動



モニタリング（監視、履行確認）

多くの「裁量」、「責任」を民間に委ねることとなるため、公共管
理者として、事業運営の状況についてモニタリングを行い、適切かつ
確実に業務を履行する責任がある。
モニタリングには大きく分けて3種類
１ 受託者によるセルフモニタリング
２ 柏市によるモニタリング
３ 第三者機関によるモニタリング

モニタリング実施時期
１ 月例報告 毎月
２ 業務報告 1回/四半期
３ 事業報告 1回/年

モニタリング実施内容
１ 業務計画書
２ 改築実施計画書
３ モニタリング実施計画書
４ セルフモニタリング報告書
５ 総合評価シート
６ 工事完成図書
７ 目標達成シート
８ その他

公共のみでのモニタリングでは適切な履行確認に懸念があるため、
第三者機関（H30は下水道機構）によるモニタリングを実施予定。
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最後に（個人的に思うこと）

課題
会計検査 個別検査から全体事業への検査への対応
検査監督 監督から監視へ
長期契約 競争性の確保、企業努力の衰退など
履行監視 モニタリング体制、第3者機関の不足
財政制度審議会 交付金の削減

苦労したところ
地元業者への説明 今回の包括では日常管理を含められなかった
業者への配慮 選定において次点業者への配慮
関係者への了解 市長、議会

良かった点
企業に注目してもらい、優良なグループからの応募
国及び先進都市との関わり
なんとか今の体制で老朽化対策を実行できる？

22/22


